
平成３０年度第１回千葉県いじめ問題対策連絡協議会資料

千葉県いじめ問題対策連絡協議会担当者会議
ネットいじめ対策専門部会報告書

○第１０回ネットいじめ専門部会
日時：平成３０年３月１日（木）１３：３０～１５：３０
場所：県教育会館 本館２階 ２０２会議室
内容：各機関における本年度のネットいじめ対策予定

ネット問題の事例・対策の最新状況 他

○第１１回ネットいじめ専門部会
日時：平成３０年５月１４日（月）１３：３０～１５：５０
場所：県教育会館 本館２階 ２０２会議室
内容：各機関のネットいじめに対する取組

ネットいじめに対する取組の課題
ネットいじめ対策専門部会としての本会議への報告内容
ネットいじめ対策としての相談体制 他

○第１２回ネットいじめ専門部会
日時：平成３０年６月１１日（月）１３：３０～１６：００
場所：県教育会館 本館７階 ７０１会議室
内容：各機関等における具体的なネットいじめ対策等の協議

ネットいじめ専門部会としてのいじめ問題対策連絡協議会への報告
内容の協議
ネットいじめ対策としての相談体制 他
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千葉県いじめ問題対策連絡協議会担当者会議ネットいじめ対策専門部会報告書
報告日：平成３０年７月２７日

１ ネットいじめの現状
・生徒指導上の諸問題が、何らかの形でネットに関係していることが増加している。
・ネットいじめの案件では、被害者・加害者が曖昧であったり、言葉や画像として残

ったりするネットの特性から、早期に解決が図れないケースが多い。

・無料通信アプリを利用した誹謗中傷やグループ外しが、トラブルやいじめ問題の中
心になるケースが増えているが、無料通信アプリは外部から確認できないため、各
学校とも対応に苦慮している。

・スマートフォン等の児童生徒の使用頻度、使用スキルの高さは上がる一方、リスク
に対する意識は低く、大きなギャップがある。その結果、自画撮り等の深刻ないじ
めやトラブルにつながる事案が増加している。
・スマートフォン等の所有の低年齢化が進み、未就学児の日常的な利用も増えている。
・保護者や教職員の理解が追い付かず、リスクの認識や適切な指導のための知見が不
十分な傾向がある。
・SNS や掲示板等への発言の削除は、多くの場合、削除権限はそのサイトの管理者に
あるため、要請理由によっては、その削除が困難な場合もある。また、書き込んだ
個人の特定については、多くの場合、通信事業者等が保有する個人情報の開示を求
めることとなるので、個人情報保護の観点からその開示は困難となることがある。

２ 現在行われているネットいじめ対策と課題
（１）主な対策

（①～④は県いじめ防止対策推進条例第１７条（ネットいじめ対策）において、県が
求められている施策）

① 児童等がネットいじめに巻き込まれていないかどうかを監視する関係機関又は関
係団体の取組への支援
・青少年ネット被害防止対策事業（ネットパトロール）…県民生活・文化課
・ネットパトロールで発見された事案の所管する学校への情報提供、指導・助言

（私立中学・中等教育・高等学校関係）…学事課
・ネットパトロールで発見された事案の所管する学校への情報提供、指導・助言

（県立中学・高等学校関係）…児童生徒課
・ネットパトロールで発見された事案の所管する学校への情報提供、指導・助言

（県立特別支援学校関係）…特別支援教育課
・ネットパトロールで発見された事案の所管する学校への情報提供、指導・助言

（市町村立小・中・義務教育・高等・特別支援学校関係）…市町村教育委員会
・各市独自で行うネットパトロールへ支援 …県民生活・文化課

② ネットいじめに関する事案に対処する体制の整備
・相談窓口の設置（２４時間子供ＳＯＳダイヤル他）…子どもと親のサポートセンター
・相談窓口の設置（ヤング・テレホン 他）…少年課
・犯罪事案への対処…少年課、サイバー犯罪対策課
・私学関係事案への対処…学事課
・県立高校関係事案への対処、県いじめ基本方針の改定…児童生徒課
・特別支援学校関係事案への対処…特別支援教育課
・運動部活動関係事案への対処…体育課

③ インターネットの適切な利用方法の周知その他ネットいじめの防止に資する教育
及び啓発活動
・啓発資料・コンテンツ作成・配付（啓発リーフレット、指導資料集、ポスター、
ウェブサイト）…県民生活・文化課、生涯学習課、児童生徒課、体育課、少年課、

サイバー犯罪対策課、健康福祉政策課
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・インターネット上の人権啓発（人権啓発ビデオの貸出し）…健康福祉政策課
・学校向け講演活動…県民生活・文化課、サイバー犯罪対策課、ＮＰＯ企業教育研究会
・教職員向け研修・講習会の開催
…児童生徒課、学習指導課、特別支援教育課、子どもと親のサポートセンター、
総合教育センター

・学校問題解決支援対策事業…児童生徒課
・Ｊリーグ等スポーツ団体と連携・協力しての啓発活動…健康福祉政策課

④ ネットいじめを防止するためのインターネット関係事業者による取組の促進につ
ながる施策
・千葉県青少年を取り巻く有害環境対策推進協議会（ちば地域コンソーシアム）の運
営…ＮＰＯ企業教育研究会
・千葉県青少年を取り巻く有害環境対策推進協議会（ちば地域コンソーシアム）への
参加…県民生活・文化課、生涯学習課、児童生徒課、少年課、サイバー犯罪対策

課
（２）課題

○ ネットいじめに係る関係諸事情の現状把握について
・「ネットいじめの実態（特に無料通信アプリを使用したもの）」、「児童生徒の情報
機器の使用実態」、「児童生徒の情報モラルに関する意識や知識」に関して、各関
係機関や教職員が、実態を把握する必要がある。
・ネットいじめや、いじめ防止に有効であると考えられる相談体制について、社会
情勢を把握しつつ、調査研究をしていく必要がある。
・最新のインターネット・ＳＮＳ関係事情は刻々と変化しており、最新の情報に追
いつくのは難しい現状である。
・県民生活・文化課が行うネットパトロールや県警サイバー犯罪対策課が行うサイ
バーパトロールだけではインターネットの利用者もコンテンツも膨大であり、十
分に監視・指導することが難しい。

○ 各関係機関の連携について
・ネットいじめに関わる各関係機関等がもっている知見や、実施している取組等に
ついて、今後さらに情報共有し、連携していく必要がある。
・ネットいじめに関わる各関係機関等が、今後さらに相互支援・協力体制を構築し、
共同事業の開催や、同種事業の紹介等についてのさらなる検討が課題である。

○ 情報モラルに係る研修の充実、関係各課の連携について
・危険性、適正な使用法等について、就学前児童を含めた児童生徒への指導・啓発
がまだ十分とは言えない。今後も取組の工夫・充実が課題である。
・児童生徒に情報モラルを身に付けさせる指導の充実を図る必要がある。
・ネットいじめは重大な人権侵害に当たり、被害者等に深刻な傷を与えかねない行
為であることを理解させる取組を行う必要がある。（刑法上の名誉棄損罪や侮辱
罪、民事上の損害賠償請求の対象となり得る）
・関係各課が、専門性を生かして実施しているそれぞれの情報モラルに関する研修
内容が、児童生徒のみならず、教員の資質向上、保護者への啓発につながる内容
となるよう、情報共有をはかり、積極的に連携をしていく必要がある。
・各研修にあたっては、児童生徒がいじめ問題を主体的に考えることができるよう
な研修内容とし、刑法等で罰せられることだけでなく、使い方のマナー等につい
て自律的な行動がとれるような研修が求められる。
・教職員や保護者に十分な知見や指導力が備わっているとは言えない。そのため、
子どもの方が先行した知識を有するため、発生するトラブルの対処に、早急に対
応できないことがある。こういった点からも、教職員や保護者向けの研修会の内
容については随時見直し、最新の知見をしっかりと伝えていく必要がある。
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３ これからのネットいじめ対策
（１）今後のネットいじめ対策について

・ネットいじめ対策は、大人からの一方的な情報提供による啓発だけでなく、話合い
活動や体験活動をとおして、児童生徒自身がインターネットとどのように付き合っ
ていくかを考える、自律的に行動できるようになることが求められる。

・ネットいじめ対策はその特性から対応に困難な部分も多いが、学校・保護者・関係
機関等の大人が、最新の知見を更新し続ける意識をもって、児童生徒に対して発達
段階に応じた有効な対応や未然防止のための指導・啓発を行っていくことが重要である。

・特に保護者に対しては、端末のフィルタリングサービスやペアレンタルコントロー
ル等の機能制限の重要性や方法の周知を図ることが大切である。

・ネットいじめ対策においては、関係機関・団体が積極的な「情報共有」、「支援・協
力」、「共同事業の実施」等を行うことが有効であり、今後も本協議会ネットいじめ
対策専門部会等を利用して、それぞれの取組や研修内容の情報共有に努め、連携体
制を強化していくことが大切である。

・ネットいじめ対策は児童生徒の安心・安全な生活を守るための最重要の課題ととら
え、その解決に向けてそれぞれの関係機関・団体が、効果的かつ具体的な取組を積
極的に行っていく必要がある。

（２）今後の具体的なネットいじめ対策について
・各関係機関等とも、実施している対策については、より的確に課題に対応できるよ
う検討した上で、今後とも継続していくことが確認された。

・特に以下の取組は、ネットいじめ対策専門部会として、課題解決の一助となる効果
が期待できる具体的な対策案であることが確認された。

〇ネットいじめ対策としての有効な相談体制の調査研究 … 児童生徒課、子ども
と親のサポートセンター他

○青少年ネット被害防止対策事業（ネットパトロール）による早期発見・適切な対
応 … 県民生活・文化課・学事課・児童生徒課

○児童生徒、教職員及び、保護者、県民への情報モラル教育研修
・情報モラル教育研修への講師派遣事業の充実 … 児童生徒課
・関係各課が行う研修内容の情報共有による見直し、充実…県警本部他関係各課
・ネットいじめ対策専門部会のホームページの改訂を図り研修等で活用できる資
料の共有… 児童生徒課


